
 

【様式第1号】

（単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 6,533,017,719   固定負債 2,751,443,997

    有形固定資産 6,532,717,719     地方債等 2,465,182,573

      事業用資産 4,827,817,468     長期未払金 -

        土地 3,350,935,546     退職手当引当金 286,261,424

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 5,661,273,353     その他 -

        建物減価償却累計額 -4,255,902,556   流動負債 338,243,442

        工作物 2,380,833,586     １年内償還予定地方債等 323,624,860

        工作物減価償却累計額 -2,309,322,461     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 13,710,920

        航空機 -     預り金 907,662

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 3,089,687,439

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 -   固定資産等形成分 6,603,629,620

      インフラ資産 -   余剰分（不足分） -3,068,608,499

        土地 -   他団体出資等分 -

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        工作物 -

        工作物減価償却累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 13,379,407,467

      物品減価償却累計額 -11,674,507,216

    無形固定資産 -

      ソフトウェア -

      その他 -

    投資その他の資産 300,000

      投資及び出資金 300,000

        有価証券 -

        出資金 300,000

        その他 -

      長期延滞債権 -

      長期貸付金 -

      基金 -

        減債基金 -

        その他 -

      その他 -

      徴収不能引当金 -

  流動資産 91,690,841

    現金預金 21,078,940

    未収金 -

    短期貸付金 -

    基金 70,611,901

      財政調整基金 70,611,901

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -

  繰延資産 - 純資産合計 3,535,021,121

資産合計 6,624,708,560 負債及び純資産合計 6,624,708,560

貸借対照表
（令和5年3月31日現在）



Ⅰ．貸借対照表の説明 

貸借対照表は、基準日時点における地方公共団体の財政状態（資産・負債・純資産の 

残高及び内訳）を明らかにすることを目的として作成しています。 

貸借対照表は、「資産の部」、「負債の部」及び「純資産の部」に区分して表示します。 

資産及び負債の科目の配列については固定性配列法によるものとし、資産項目と負債

項目の流動・固定分類は１年基準とします。 

資産の部の現金預金勘定は、資金収支計算書の収支尻（会計年度末資金残高）に会計

年度末歳計外現金残高を加えたものと連動しています。また、純資産の部の各表示区分

（固定資産等形成分及び余剰分（不足分））は、純資産変動計算書の各表示区分（固定資

産等形成分及び余剰分（不足分））の会計年度末純資産残高と連動しています。 

 

１．資産の部 

⑴固定資産 

① 有形固定資産 

事業用資産 … インフラ資産及び物品以外の有形固定資産をいいます。 

インフラ資産 … システムまたはネットワークの一部であり、性質が特殊なも

ので代替的利用ができないこと、移動させることができない

こと、処分に関し制約をうける有形固定資産をいいます。 

物 品  … 地方自治法第２３９条第１項に規定するもので、取得価額または

見積価格が５０万円以上の資産をいいます。ただし、本組合にお

いては、２０万円以上の資産（重要物品）としています。 

② 無形固定資産 

ソフトウェア … コンピューターに一定の仕事を行わせるためのプログラム

のことをいいます。 

その他 … ソフトウェア以外の無形固定資産のことをいいます。 

③  投資その他の資産 

投資及び出資金 … 有価証券・出資金であり、有価証券は満期保有目的有価

証券及び満期保有目的以外の有価証券をいいます。（出資

金には地方自治法第２３８条第１項第７号により出損金

も含みます。） 

投資損失引当金 … 出資金のうち、連結対象団体及び会計に対するものにつ

いて、実質価額が３０％以上低下した場合に、実質価額

と取得価額の差額をいいます。 

長期延滞債権 … 債権回収予定日から１年以上経過した未回収の債権をいい

ます。 

長期貸付金 … 地方自治法第２４０条第１項に規定する債権である貸付金の

うち、流動資産に区分されるもの以外をいいます。 



基 金 … 基金のうち、流動資産に区分されるもの以外をいいます。 

徴収不能引当金 … 長期延滞債権・長期貸付金に対し、過去の徴収不能実積

率により算定したものをいいます。 

④ 流動資産 

現金預金 … 現金及び現金同等物をいいます。 

未収金 … 現年調定の収入未済額をいいます。 

短期貸付金 … 翌年度に償還期限が到来するものをいいます。 

基  金 … 財政調整基金及び減債基金をいいます。  

棚卸資産 … 売却を目的として保有している資産をいいます。 

徴収不能引当金 … 未収金・短期貸付金に対し、過去の徴収不能実積率により

算定したものをいいます。 

２．負債の部 

⑴固定負債 

地方債 … 償還予定が１年超のものをいいます。 

長期未払金 … 地方自治法第２１４条に規定する債務負担行為で確定債務と見な

されるもの及びその他の確定債務のうち流動負債に区分されるも

の以外をいいます。 

退職手当引当金 … 期末時点で職員が自己都合退職した場合の要支給額をいいま

す。 

損失補償等引当金 … 履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地

方公共団体財政健全化法上、将来負担比率の算定に含めた

将来負担額をいいます。 

⑵流動負債 

１年内償還予定地方債 … １年以内に償還予定の地方債をいいます。 

未払金 … 役務の提供が完了しその支払いが未済のものをいいます。 

未払費用 … 役務の提供が継続中でその支払いが未済のものをいいます。 

前受金 … 対価の収受があり役務の提供を行っていないものをいいます。 

前受収益 … 対価の収受があり役務の提供が継続中のものをいいます。 

賞与等引当金 … 基準日時点までの期間に対応する期末手当・勤務手当及び法定

福利費をいいます。 

預り金 … 第三者から寄託された資産に係る見返負債をいいます。 

３．純資産の部 

固定資産等形成分 … 資産形成のために充当した資源の蓄積をいい、原則として 

金銭以外の形態で保有しています。 

 

余剰分（不足分）… 費消可能な資源の蓄積をいい、原則として金銭の形態で保有

しています。 



 

【様式第2号】

（単位：円）

行政コスト計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 金額

  経常費用 2,014,874,281

    業務費用 1,984,892,628

      人件費 240,030,882

        職員給与費 185,878,525

        賞与等引当金繰入額 13,710,920

        退職手当引当金繰入額 39,281,437

        その他 1,160,000

      物件費等 1,732,186,599

        物件費 671,138,235

        維持補修費 216,308,158

        減価償却費 844,740,206

        その他 -

      その他の業務費用 12,675,147

        支払利息 5,181,889

        徴収不能引当金繰入額 -

        その他 7,493,258

    移転費用 29,981,653

      補助金等 24,241,553

      社会保障給付 1,325,000

      その他 4,415,100

  経常収益 264,690,456

    使用料及び手数料 167,623,550

    その他 97,066,906

純経常行政コスト 1,750,183,825

  臨時損失 -

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 -

    資産売却益 -

    その他 -

純行政コスト 1,750,183,825



Ⅱ．行政コスト計算書の説明 

行政コスト計算書は、会計期間中の地方公共団体の費用・収益の取引高を明らかにする

ことを目的として作成しています。 

費用及び収益は、総額によって表示することを原則とし、費用の項目と収益の項目とを

直接に相殺することによってその全部または一部を除去してはいけないものです。 

行政コスト計算書は、「経常費用」、「経常収益」、「臨時損失」及び「臨時利益」に区分し

て表示しています。 

行政コスト計算書の収支尻として計算される純行政コストは、純資産変動計算書に振替

えられ、これと連動しています。 

 １．経常費用 

⑴業務費用 

① 人件費 

職員給与費 … 職員等に対して勤労の対価や報酬として支払われる費用をい

います。 

賞与等引当金繰入額 … 賞与等引当金の当該年度発生額をいいます。 

退職手当引当金繰入額 … 退職手当引当金の当該会計年度発生額をいいます。 

その他 … 上記以外の人件費をいいます。 

② 物件費等 

物件費 … 旅費、委託料、消耗品や備品購入費といった消費的性質の経費 

で資産計上されないものをいいます。 

維持補修費 … 資産の機能維持のために必要な修繕費等をいいます。 

減価償却費 …  一定の耐用年数に基づき計算された当該会計期間中の負

担となる資産価値減少金額をいいます。 

その他 … 上記以外の物件費等をいいます。 

③ その他の業務費用 

支 払 利 息 … 地方債等に係る利息負担金額をいいます。 

徴収不能引当金繰入額 … 徴収不能引当金の当該会計年度発生額をいいま

す。 

その他 … 上記以外のその他の業務費用をいいます。 

⑵移転費用 

補助金等 … 政策目的による補助金等をいいます。 

社会保障給付 … 社会保障給付としての扶助費等をいいます。 

他会計への繰出金 … 地方公営事業会計に対する繰出金をいいます。 

その他 … 上記以外の移転費用をいいます。 

２．経常収益 

使用料及び手数料 … 一定の財・サービスを提供する場合に、当該財・サービス

の対価として使用料・手数料の形態で徴収する金銭をいい



ます。 

その他  … 上記以外の経常収益をいいます。 

３．臨時損失 

災害復旧事業費 … 災害復旧に関する費用をいいます。 

資産売却損 … 資産の売却による収入が帳簿価額を下回る場合の差額及び除却した

資産の除却時の帳簿価額をいいます。 

投資損失引当金繰入額 … 投資損失引当金の当該会計年度発生額をいいます。 

損失補償等引当金繰入額 … 損失補償等引当金の当該会計年度発生額をいいます。 

その他 … 上記以外の臨時損失をいいます。 

４．臨時利益 

資産売却益 … 資産の売却による収入が帳簿価額を上回る場合の差額をいいます。 

その他 … 上記以外の臨時利益をいいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

Ⅲ．純資産変動計算書の説明 

純資産変動計算書は、会計期間中の地方公共団体の純資産の変動、すなわち政策形成

上の意思決定またはその他の事象による純資産及びその内部構成の変動（その他の純資

産減少原因・財源及びその他の純資産増加原因の取引高）を明らかにすることを目的と

して作成しています。 

１．純行政コスト 

純行政コスト 行政コスト計算書の収支尻である純行政コストと連動しています。 

２．財源 

税収等 … 地方税、地方交付税及び地方譲与税等をいいます。 

国県等補助金 … 国庫支出金及び都道府県支出金等をいいます。 

３．固定資産等の変動（内部変動） 

有形固定資産等の増加 … 有形固定資産及び無形固定資産の形成による保有資産

の増加額をいいます。（有形固定資産及び無形固定資産

の形成のために支出した金額） 

有形固定資産等の減少 … 有形固定資産及び無形固定資産の除売却及び減価償却

費による減少額をいいます。（有形固定資産及び無形固

定資産の除売却相当額及び自己金融効果を伴う減価償

却費相当額） 

貸付金・基金等の増加 … 貸付金・基金等の形成による保有資産の増加額をいい

【様式第3号】

（単位：円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 4,132,617,946 7,486,277,456 -3,353,659,510 -

  純行政コスト（△） -1,750,183,825 -1,750,183,825 -

  財源 1,152,587,000 1,152,587,000 -

    税収等 1,152,587,000 1,152,587,000 -

    国県等補助金 - - -

  本年度差額 -597,596,825 -597,596,825 -

  固定資産等の変動（内部変動） -882,647,836 882,647,836

    有形固定資産等の増加 12,025,750 -12,025,750

    有形固定資産等の減少 -844,740,206 844,740,206

    貸付金・基金等の増加 44,628,620 -44,628,620

    貸付金・基金等の減少 -94,562,000 94,562,000

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 -597,596,825 -882,647,836 285,051,011 -

本年度末純資産残高 3,535,021,121 6,603,629,620 -3,068,608,499 -

純資産変動計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 合計



ます。（新たな貸付金・基金等のために支出した金額） 

貸付金・基金等の減少 … 貸付金の償還及び基金の取崩等による減少額をいいま

す。（貸付金の償還及び基金の取崩相当額等） 

４．資産評価差額 

資産評価差額 … 有価証券等の評価差額をいいます。 

５．無償所管換等 

無償所管換等 … 無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等をいいます。 

６．その他 

その他 … 上記以外の純資産及びその内部構成の変動をいいます。 

 

 



 

【様式第4号】

（単位：円）

資金収支計算書
自　令和4年4月1日
至　令和5年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 1,130,845,975

    業務費用支出 1,100,864,322

      人件費支出 200,742,782

      物件費等支出 894,939,651

      支払利息支出 5,181,889

      その他の支出 -

    移転費用支出 29,981,653

      補助金等支出 24,241,553

      社会保障給付支出 1,325,000

      その他の支出 4,415,100

  業務収入 1,417,277,456

    税収等収入 1,152,587,000

    国県等補助金収入 -

    使用料及び手数料収入 167,623,550

    その他の収入 97,066,906

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 286,431,481

【投資活動収支】

  投資活動支出 56,654,370

    公共施設等整備費支出 12,025,750

    基金積立金支出 44,628,620

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 94,562,000

    国県等補助金収入 -

    基金取崩収入 94,562,000

    貸付金元金回収収入 -

    資産売却収入 -

    その他の収入 -

投資活動収支 37,907,630

【財務活動収支】

  財務活動支出 322,415,091

    地方債等償還支出 322,415,091

    その他の支出 -

  財務活動収入 -

    地方債等発行収入 -

    その他の収入 -

前年度末歳計外現金残高 904,359

本年度歳計外現金増減額 3,303

本年度末歳計外現金残高 907,662

本年度末現金預金残高 21,078,940

財務活動収支 -322,415,091

本年度資金収支額 1,924,020

前年度末資金残高 18,247,258

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 20,171,278



Ⅳ．資金収支計算書の説明 

地方公共団体の資金収支の状態、すなわち地方公共団体の内部者（首長、議会、補

助機関等）の活動に伴う資金利用状況及び資金獲得能力を明らかにすることを目的と

して作成しています。 

１．業務活動収支 

⑴業務支出 

① 業務費用支出 

人件費支出 … 人件費に係る支出をいいます。 

物件費等支出 … 物件費等に係る支出をいいます。 

支払利息支出 … 地方債等に係る支払利息の支出をいいます。 

その他の支出 … 上記以外の業務費用支出をいいます。 

② 移転費用支出 

補助金等支出 … 補助金等に係る支出をいいます。 

社会保障給付支出 … 社会保障給付に係る支出をいいます。 

他会計への繰出支出 … 他会計への繰出に係る支出をいいます。 

その他の支出 … 上記以外の移転費用支出をいいます。 

⑵業務収入 

税収等収入 … 税収等の収入をいいます。 

国県等補助金収入 … 国県等補助金のうち、業務支出の財源に充当した収入 

使用料及び手数料収入 … 使用料及び手数料の収入をいいます。 

その他の収入 … 上記以外の業務収入をいいます。 

⑶臨時支出 

災害復旧事業費支出 … 災害復旧事業費に係る支出をいいます。 

その他の支出 … 上記以外の臨時支出をいいます。 

⑷臨時収入 

臨時収入 … 臨時にあった収入をいいます。 

２．投資活動収支 

⑴投資活動支出 

公共施設等整備費支出 … 有形固定資産等の形成に係る支出をいいます。 

基金積立金支出 … 基金積立に係る支出をいいます。 

投資及び出資金支出 … 投資及び出資金に係る支出をいいます。 

貸付金支出 … 貸付金に係る支出をいいます。 

その他の支出 … 上記以外の投資活動支出をいいます。 

⑵投資活動収入 

国県等補助金収入 … 国県等補助金のうち、投資活動支出の財源に充当した収入

をいいます。 

基金取崩収入 … 基金取崩による収入をいいます。 



貸付金元金回収収入 … 貸付金に係る元金回収収入をいいます。 

資産売却収入 … 資産売却による収入をいいます。 

その他の収入 … 上記以外の投資活動収入をいいます。 

３．財務活動収支 

⑴財務活動支出 

地方債償還支出 … 地方債に係る元本償還の支出をいいます。 

その他の支出 … 上記以外の財務活動支出をいいます。 

⑵財務活動収入 

地方債発行収入 … 地方債発行による収入をいいます。 

その他の収入 … 上記以外の財務活動収入をいいます。 


